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要件事実原論ノート　第 3章
橋　本　昇　二
　（序章及び第 １ 章は、白山法学第 ５ 号に、第 ２ 章は、同第 ６ 号にそれぞ
れ掲載。引用文献の略称は、同第 ５ 号に示したものに従う。）
第 ３章　法律効果の性質に応じた要件事実の性質の類型の区分
第 １節　はじめに
１　要件事実の性質の類型の ４区分
（ １ ）　法律効果の性質の類型の ４ 区分
　要件事実とは、一般に、一定の法律効果を発生させる法律要件に該当す
る具体的事実をいう
1
。
　法律効果の性質は、一般に、①発生、②障害、③消滅、④阻止の ４ つの
類型に区分され、それゆえに、要件事実の性質も、上記法律効果の性質の
類型の区分に平仄を合わせて、この ４ つの類型に区分されている
2
。
（表 １ ）
発生 障害 消滅 阻止
（ ２ ）　規定、事由、要件、事実
　要件事実について言及する際に、権利の発生に関していえば、権利発生
根拠「規定
3
」、権利発生「事由
4
」、権利発生「要件」、権利発生根拠「事
実」などの言葉、権利の発生の障害に関していえば、権利発生障害根拠
「規定」、権利発生障害「事由」、権利発生障害「要件」、権利発生障害根拠
「事実」などの言葉が、使用される。
　この「規定」は、一般的には、民法などの成文法典に定められた条文の
内容を意味し、「事由」は、具体的な事実よりは抽象的であり、規定に定
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められた内容よりは具体的であり、これにより、一定の法律効果を導き出
すまとまりのある理由又は原因を意味し、「要件」は、規定に定められた
内容であって、規定の文言に沿う抽象的な事実又は事由を意味する。
　そして、ここでいう「事実」は、見解の分かれるところであるが
5
、本稿
では、裁判所が証拠によって認定することの可能な具体的な事実を意味す
るものとする。なお、「事実」の意味をこのように「設定」することの意
味及び「妥当性」については、要件事実の基本的な問題として、別に論ず
る。
　このような言葉の区別は、細かいようであるが、予め約束として確認し
ておくことが、後の議論において混乱を生じないために必要な手順であ
る。
（表 ２ ）
規定 事由 要件 事実
（ 3 ）　権利は最も代表的な法律効果であること
　法律効果には、多種多様なものがあるが、権利は、最も代表的な法律効
果である。すなわち、権利は、一定の事実の存在によって発生することが
肯定できる法律効果であり、法律効果のうちでも、最も代表的なものであ
る。
　例えば、売買契約の締結という事実があると、「売買代金支払請求権」
の発生という「法律効果」が発生する。そして、多くの訴訟では、上記の
例でいえば「売買代金支払請求権」という権利をめぐって、その発生、そ
の発生の障害、その消滅、その行使の阻止の有無が審理判断の対象とな
る。
　このように、要件事実を論ずるに当たっては、まず、権利の発生が問題
とされ、その権利について、発生障害事由の有無、消滅事由の有無、権利
行使阻止事由の有無などが論じられることが通常である。
　このため、要件事実の性質に応じた規定の分類について、「権利の発生
要件事実原論ノート
― 3５ ―
要件を定めた権利根拠規定（拠権規定）、その権利発生の障害要件を定め
た権利障害規定（障害規定）、その権利行使を一時的に阻止する要件を定
めた権利阻止規定（阻止規定）、及びその権利の消滅要件を定めた権利滅
却規定（消滅規定）の四つに分類される」というように、要件事実のすべ
てが「権利」の発生、障害、消滅又は阻止にかかるものであるかのような
表現をすることもある
6
。
（表 3 ）
長い表現 別の表現 省略表現 権利に限定しない表現
権利発生根拠規定 権利根拠規定 拠権規定 法律効果発生規定
権利障害規定 権利発生障害規定 障害規定 法律効果発生障害規定
権利滅却規定 権利消滅規定 消滅規定 法律効果消滅規定
権利阻止規定 権利行使阻止規定 阻止規定 法律効果阻止規定
（ ４ ）　法律効果は、権利に限定されるものではないこと
　しかし、法律効果は、権利に限定されるものではない。
　権利の発生を障害するという法律効果も、法律効果であり、権利が消滅
するという法律効果も、法律効果であり、これらの法律効果を覆す法律効
果も、法律効果である。
（ ５ ）　障害事由の障害事由、消滅事由の障害事由など
　例えば、売買契約の締結という事実は、売買代金支払請求権の発生とい
う法律効果をもたらすが、買主の意思表示に要素の錯誤があったという事
実は、売買契約を無効なものとし、売買代金支払請求権の発生を障害する
という法律効果をもたらし、さらに、買主には重大な過失があったという
事由は、売買契約が無効となることを覆し、売買代金の支払請求権の発生
を障害することを障害するという法律効果をもたらすことになる。
　また、売買契約の締結という事実は、売買代金支払請求権の発生という
法律効果をもたらすが、売買契約の締結の日から１0年を経過したという事
実（これに加えるに、消滅時効の援用）は、売買代金支払請求権が時効に
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より消滅するという法律効果をもたらし、さらに、その間に買主が代金の
一部を支払ったという事実は、債務の承認という消滅時効の中断事由に該
当するとして、売買代金の支払請求権の時効による消滅を障害するという
法律効果をもたらすことになる。
（表 ４ ）
売買契約の締結 権利発生の根拠要件
錯誤 権利発生の障害要件
重大な過失 上記の法律効果発生の障害要件
売買契約の締結 権利発生の根拠要件
１0年の経過 権利の消滅要件
代金一部支払 上記の法律効果発生の障害要件
２ 　要件事実の性質の類型の ４区分の意味
（ １ ）　基本
　要件事実の性質の類型を上記のように ４ つに区分し、法律効果のうちで
最も基本的なものである権利についてみると、実体法上は、権利発生要件
事実（丁寧にいえば、権利発生根拠要件事実、短くいえば、拠権事実）、
権利発生障害要件事実、権利消滅要件事実、権利行使阻止要件事実という
区分が可能になり、訴訟上は、権利発生要件事実は、請求原因事実となっ
て原告が主張立証責任を負い、その他の要件事実は、抗弁事実となって被
告が主張立証責任を負うということが、明瞭となる。
　そして、このように ４ つに区分することにより、訴訟において、原告
は、まずは、権利が発生するために最低限必要な事実である権利発生要件
事実を主張立証すれば足り、権利発生障害要件事実のないことまでを主張
立証する必要がないことになる
7
。
（ ２ ）　仮想の区分
　仮に、要件事実の性質の類型を、（a）有効（発生を基礎付ける事実があ
り、かつ、障害を基礎付ける事実のないこと）、（b）行使不可（消滅又は
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阻止のいずれかを基礎付ける事実があることを）の ２ つに区分したとする
と、権利を行使しようとする者は、権利発生要件事実のみならず、権利発
生障害要件事実のないことを主張立証しなければならないことになる。
　しかし、権利を行使しようとする者が、通謀虚偽表示無効、錯誤無効な
どすべての無効事由がないこと（これに加えて、後述のとおりの分析をす
れば、すべての取消事由がないこと）を主張立証しなければならないとい
う訴訟制度設計は、不合理であって採用できない。
　要件事実の性質の類型を ４ つに区分し、権利を行使しようとする者は、
権利発生要件事実の主張立証責任を負担することはあっても、権利発生障
害要件事実がないことの主張立証責任を負担しないとすることが、訴訟制
度設計上、合理的であるといえる。
（表 ５ ）
有効 行使不可
発生 障害 消滅 阻止
（ 3 ）　 ４ 区分の意味の例示
　Ｘは、平成２２年 １ 月 １ 日にＹに対して甲土地を代金１000万円で売り、Ｙ
に対し、その代金の支払を請求する訴えを提起したとしよう。
　この場合、請求の趣旨は、「Ｙは、Ｘに対し、１000万円を支払え。」とな
り、訴訟物は、売買契約に基づく売買代金支払請求権であり、Ｘは、請求
原因として、ＸＹ間の売買契約の締結という権利発生事由を主張立証する
ことになる。そして、Ｙは、抗弁として、事案に応じて、錯誤無効という
権利発生障害事由、代金支払（弁済）による権利消滅事由、甲土地の所有
権移転登記及び引渡しとの同時履行を求める旨の権利行使阻止事由など
を、それぞれ主張立証することができる。
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（表 ６ ）
類型区分 発生 障害 消滅 阻止
例 売買代金支払請求権 錯誤 弁済 同時履行
主張レベル 請求原因 抗弁 抗弁 抗弁
立証責任 権利者 義務者 義務者 義務者
３ 　要件事実の性質の類型の区別
（ １ ）　障害、消滅、阻止の 3 区分の区別の概要
　上記 ４ 区分のうち、権利発生障害事由、権利消滅事由、権利行使阻止事
由の意味及び区別が問題になることがある。
　ここでは、まず、一般に、その意味がどのように述べられ、区別されて
いるのかを、表によって、確認する
8
。
（表 ７ ）
性質概要 区分 例示
障害
権利の発生を障害す
る事由
（a）無効
意思無能力、虚偽表示、
錯誤、公序良俗違反
（b）取消し 強迫、詐欺、未成年
（c）停止条件
（d）停止期限
賃料支払催告とともにす
る解除
消滅
発生した権利が消滅
する事由
（a）弁済
（b）消滅時効
（c）その他 債権譲渡
阻止
発生した権利の行使
を阻止する事由
（a）履行期限 始期
（b）権利の濫用
（c）双務契約など 留置権、同時履行の抗弁
（d）保証人関係 催告の抗弁、検索の抗弁
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（ ２ ）　権利発生障害事由についての補足説明
　ア　無効事由
　権利発生障害事由の最も代表的なものは、無効事由である。
　契約が締結されたが、意思無能力、通謀虚偽表示（民法9４条）、錯誤
（同法9５条）、公序良俗違反（同法90条）などの事由がある場合には、意思
表示ひいては契約が当初から無効であるとされ、権利は発生しないことに
なる。
　イ　取消事由
　権利発生障害事由の次に代表的なものは、取消事由である。
　契約が締結されたが、強迫（民法93条）、詐欺（同法9６条）、未成年（ ５
条）などの事由がある場合には、契約締結当初は有効であるとされるもの
の、契約締結後にこれらの事由があることを理由とする意思表示の取消し
がされると、この意思表示の取消しにより、契約が無効に帰することにな
り、権利は当初から発生しなかったことになる。
　ウ　停止条件
　停止条件付贈与契約（例「君が司法試験に合格したら、この時計をあげ
る。」という申出と承諾）のように、契約に停止条件が付されている場合
には、当該契約に基づく権利は、停止条件が成就するまで発生せず、停止
条件が成就して初めて発生するとされる。
　エ　停止期限
　後述の履行期限（権利行使阻止事由）とは異なり、停止期限の場合に
は、将来の一定の期限が到来するまでは効力が発生せず、その期限が到来
して初めて効力が発生する。
　停止期限付き契約というものも理論的にはあり得るが、実務的には、余
り見かけない。契約は、締結すると、直ちに効力が発生し、契約に基づく
債権債務には、履行期限が付されることはあっても、停止期限が付される
ものではない。それが、契約の通常の実態である。停止期限が付されてい
るものとして実務的によくあるものは、停止期限付き解除の意思表示とい
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うものである。
　例えば、賃貸借契約関係において、賃借人が ２ か月分の賃料の支払を
怠ったような場合に、賃貸人が、賃借人に対し、賃料の支払催告をすると
ともに、「本書面が到達した日から １ 週間以内に賃料の支払がなかったと
きには、同日の経過をもって、本賃貸借契約を解除します。」という通知
をするというものである。
　これは、停止期限付き解除の意思表示といわれ、通知書が賃借人に到達
した日には解除の意思表示の効力は発生せず、同日から １ 週間を経過した
日に初めて解除の意思表示の効力が発生するというものである
9
。なお、こ
の解除の意思表示は、「将来の一定の日の到来」までは効力が発生しない
という「停止期限付き」解除の意思表示であって、「賃借人が将来の一定
の日までの間に賃料の支払をしないという事実」があって初めて効力が発
生するという「停止条件付き」解除の意思表示ではないし、また、「賃借
人が将来の一定の日までの間に賃料の支払をするという事実」があるとき
は効力が発生しないという「解除条件付き」解除の意思表示でもない。そ
の理由は、難解なものがあるので、注記の文献を参照されたい。
（ 3 ）　権利消滅事由についての補足説明
　ア　弁済
　権利消滅事由の代表的なものは、債務の弁済（民法４７４条）による権利
の消滅である。
　例えば、金銭消費貸借契約が成立し、貸主が借主に対し、１00万円の貸
金返還請求権を有する場合に、借主が貸主に対してその貸金を返済する趣
旨で１00万円の支払をすれば、当該貸金返還請求権は、消滅することにな
る。
　イ　消滅時効
　権利消滅事由の一つとして、消滅時効期間の経過（これに加えて、債務
者の消滅時効の援用）による権利の消滅がある（民法１６６条以下）。
　ウ　その他
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　債権者が自己の保有する債権を譲受人に対して売るなどの譲渡をする
と、債権者は、債権を喪失する（民法４６６条）。
　債権譲渡の法律効果は、客観的な意味では、すなわち権利に着目すれ
ば、権利が消滅する事由であるとはいえないが、主観的な意味では、すな
わち権利者に着目すれば、権利を失うことになる。そして、債権譲渡の法
律効果をもって、権利発生障害事由ということはできないし、権利行使阻
止事由ということも相応しくないから、敢えて 3 つの区分の一つにあては
めようとすると、権利消滅事由に該当するということになる。
（ ４ ）　権利行使阻止事由についての補足説明
　ア　履行期限
　権利行使阻止事由の代表的なものは、履行期限（民法４１２条）である。
　例えば、土地の売買契約において代金の支払と土地の所有権移転登記手
続及び引渡しとが同時履行とされ、かつ、その履行日が定められた場合に
は、その履行日は履行期限であり、売買代金支払請求権も、土地の所有権
移転登記手続請求権及び引渡請求権も、いずれも発生しているが、その履
行日までは行使が阻止されているということになる。
　イ　権利の濫用
　権利行使阻止事由の一つとして、権利の濫用（民法 １ 条 3 項）をあげる
ことができる。
　権利の濫用は、権利のあることを否定することはできないが、権利の行
使が阻止されるものと理解することができる。
　ウ　双務契約における同時履行の抗弁など
　権利行使阻止事由の一つとして、双務契約における同時履行の抗弁（民
法５33条）をあげることができる。
　例えば、土地の売買契約において、何らの特約がなければ、代金の支払
と土地の所有権移転登記手続及び引渡しとは同時履行とされるから、売主
が買主に対して売買代金の支払を請求した場合に、買主は売主に対して土
地の所有権移転登記手続及び引渡しとの同時履行を主張することができ、
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売主が土地の所有権移転登記手続及び引渡しをするまでは、買主は、売買
代金支払請求権の行使が阻止されることになる。
　エ　保証人関係
　権利行使阻止事由の一つとして、保証人の催告・検索の抗弁（民法４５２
条、４５3条）がある。実務的には、連帯保証がほとんどであり単純な保証
はほとんどないので余り見かけないが、条文上は明確なものとしてある。
　債権者が保証人に対して履行の請求をしたときは、保証人は、まず主た
る債務者に催告をすべき旨を主張することができ、また、債務者に資力が
あって執行が容易であることを証明することにより、まず主たる債務者に
執行をすべき旨を主張することができる。
　連帯保証契約を締結したとき、条文に素直に言えば、保証人が主たる債
務者と連帯して債務を負担したとき（民法４５４条）は、この事由が、保証
人の催告・検索の抗弁の効力の発生を障害するものとして、債権者の主張
立証すべき再抗弁となる。
４ 　要件事実の性質の類型の ４区分に関するいくつかの検討課題
（ １ ）　債務不履行を理由とする契約解除の意思表示の性質の区分
　債務不履行を理由とする契約解除の意思表示の性質について、契約解除
の法律効果として契約が遡及的に無効となることに着目すると、権利発生
障害事由であると考えられるし、契約締結当初は契約が有効であったがそ
の後の事実関係によって契約が失効するという時系列の流れに着目する
と、権利消滅事由であるとも考えられる。
　そこで、本章の第 ２ 節では、債務不履行を理由とする契約解除の意思表
示の性質が、上記のいずれに該当するものかについて検討する。
（ ２ ）　占有権原の性質の区分
　所有権に基づく返還請求を理由のないものとする占有権原の性質につい
ては、権利発生障害事由であるとする考え方が一般的なようである。
　しかし、占有権原の性質は、権利行使阻止事由であるとする方が、論理
的に自然ではないかと思われる。
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　そこで、本章の第 3 節では、占有権原の性質が、上記のいずれに該当す
るものかについて検討する。
（ 3 ）　建物建築請負契約における建物の完成の事実の性質の区分
　請負人が注文者に対して建物の建築の請負契約に基づく請負代金支払請
求をする場合に、建物の完成は、権利発生要件事実であるという説
10
と、権
利発生要件事実ではないという説
11
とがある。この両説は、いずれも、考え
抜かれたものであるとともに、いずれも、現実的な事象を説明するに当
たっての欠点を有すると思われる。
　そこで、本章の第 ４ 節では、建物の完成は、「権利発生要件事実」では
ないが、「権利行使可能要件事実」であるという説が相当であることを提
示する。この説は、これまでになかった考え方である。また、この考え方
は、要件事実の性質の類型を ４ つに区分するのではなく、 ５ つに区分する
ことを前提とする。そして、本章の第 ５ 節では、他の事案類型にあって
も、上記類型を ５ 区分することが、論理的に自然であることを提示する。
第 ２節　債務不履行を理由とする契約解除の性質
１　権利発生障害事由説と権利消滅事由説
　売主が買主に対して土地の売買契約に基づく代金支払請求をした場合
に、買主が売主の所有権移転登記手続及び引渡しの債務の不履行を理由と
して契約の解除の意思表示をしたとき（以下、単に「債務不履行契約解
除」という。）、この債務不履行契約解除は、権利発生障害事由となるの
か、それとも、権利消滅事由となるのか、見解が分かれ得るところであ
る
12
。
２ 　両説の理由
（ １ ）　権利発生障害事由説
　債務不履行契約解除の法律効果として、契約が締結当初から無効になる
と解する立場（直接効果説＝通説・判例）に立脚すると、売買代金支払請
求権は、契約締結当初から発生しなかったことになる。
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　そうすると、債務不履行契約解除が売買代金支払請求権という権利の発
生障害事由であると考えることには、それ相当の理由があるといえる。
（ ２ ）　権利消滅事由説
　しかし、「債務不履行契約解除によって契約が締結当初から無効となる
という考え方は、契約解除後の法的な整理を簡明にしようとする法技術的
な要請に基づくものである。」、「契約締結当初は契約が有効であったもの
であり、契約解除によって契約が効力を失うというのが、時系列に素直な
現実である。」という認識も可能である。
　この観点からは、債務不履行契約解除は、売買代金支払請求権という権
利が、契約締結当初は存在したが、その後の事情によって消滅することを
もたらすものであり、権利の消滅事由であると考えることになる
13
。
３ 　意思表示の取消しとの対比
　強迫、詐欺、未成年を理由とする意思表示の取消しは、前述のとおり、
権利発生障害事由と解されている。これが、権利消滅事由であるという説
はないようである。
　しかし、上記の意思表示の取消しは、契約締結当初は契約が有効であっ
たものであり、意思表示の取消しによって契約が効力を失うというのが、
時系列に素直な構造である。
　しかるに、上記の意思表示の取消しは、一般的には、権利消滅事由では
なく、権利発生障害事由と解されている
14
。
　そうすると、上記の意思表示の取消しと同様な時系列構造を有する債務
不履行契約解除についても、権利発生障害事由であるというのが素直な解
釈のようにも思われる。
　しかし、上記の意思表示の取消しにあっては、意思表示の無効をもたら
す原因となる事実が意思表示のあった時に既に存在し、契約締結時の後の
事実としては、取消しの意思表示以外の事実がないのに対し、債務不履行
契約解除にあっては、契約が解除される原因となる事実は、契約締結時に
は存在せず、契約締結時の後に発生したものであり、これに、解除の意思
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表示が加わっているというものであって、その構造が異なるともいえる。
　それゆえに、債務不履行契約解除は、単純に、上記の意思表示の取消し
と同様に、権利発生障害事由であるとはいえない。
４ 　検討
（ １ ）　問題類型のリストアップ
　そこで、債務不履行契約解除が権利発生障害事由に区分されるのか、そ
れとも、権利消滅事由に区分されるのかについて、まず、類似問題につい
て、その判断要素を分析しながら、リストアップしてみる。
（表 8 ）
問題類型
契約時の
事実
契約後の事実
有効無効
区分の
評価諸々の
事実
意思表示
（ １ ）通謀虚偽表示 ○ × × 無効 障害
（ ２ ）錯誤 ○ × × 無効 障害
（ 3 ）詐欺取消し ○ × ○取消し 遡及的無効 障害
（ ４ ）消滅時効 ×
○期間の
経過
○時効の
援用
遡及的消滅 消滅
（ ５ ） 債務不履行契
約解除
×
○履行の
催告など
○解除 遡及的無効 ？？
（ ６ ） 瑕疵担保契約
解除
○ × ○解除 遡及的無効 消滅
（ ７ ）弁済 × ○ × 有効 消滅
（ ２ ）　問題類型の分析検討
　ア　通謀虚偽表示及び錯誤
　上記類型のうち、（ １ ）通謀虚偽表示及び（ ２ ）錯誤については、通謀
虚偽表示又は錯誤に関する事実は、売買代金支払請求権が発生する契約締
結時に存在し、かつ、売買契約締結後の事実は全く考慮されず、法的な効
果としては、契約が無効とされる。そうすると、通謀虚偽表示及び錯誤が
ある場合には、売買代金支払請求権は、これらの事由によって、権利の発
生が障害されて、発生しないと評価されるものであり、結局、これらの事
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由は、権利発生障害事由に該当するといえる。そして、こう解することに
つき、異論はない。
　イ　弁済
　上記類型のうち、（ ７ ）弁済については、弁済に関する事実は、売買代
金支払請求権が発生する契約締結時には全く存在せず、かつ、売買契約締
結後の事実のみがあるだけであり、法的な効果としては、契約は有効で
あって、無効とされることはない。そうすると、弁済がある場合には、売
買代金支払請求権は、この事由によって、権利が消滅すると評価されるも
のであり、結局、この事由は、権利消滅事由に該当するといえる。そし
て、こう解することにつき、異論はない。
　ウ　詐欺取消し
　上記類型のうち、（ 3 ）詐欺取消しについては、詐欺取消しに関する事
実は、売買代金支払請求権が発生する契約締結時に存在し、かつ、売買契
約締結後の事実としては、取消しの意思表示があり、法的な効果として
は、売買契約締結時には契約が有効であるものの、取消しの意思表示に
よって契約が遡及的に無効とされる。ところで、詐欺取消しの場合には、
契約締結後に具体的な事実の変化があったというものではなく、契約締結
後にする詐欺取消しの意思表示は、当事者が一定の法的効果を享受する旨
の行為であるといえる。そうすると、詐欺取消しがある場合は、通謀虚偽
表示及び錯誤がある場合と同様に、売買代金支払請求権は、この事由に
よって、権利の発生が障害されて、発生しないと評価されるものであり、
結局、この事由は、権利発生障害事由に該当するといえる。そして、こう
解することにつき、異論はない。
　エ　消滅時効
　上記類型のうち、（ ４ ）消滅時効については、消滅時効に関する事実
は、売買代金支払請求権が発生する契約締結時には全く存在せず、かつ、
売買契約締結後の事実として、期間の経過及び時効の援用があり、法的な
効果としては、契約は有効であって、無効とされることはないが、権利は
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遡及的に消滅するとされている（民法１４５条）。そうすると、消滅時効があ
る場合には、売買代金支払請求権は、この事由によって、権利が消滅する
と評価されるものであり、結局、この事由は、権利消滅事由に該当すると
いえる。そして、こう解することにつき、異論はない。
　オ　瑕疵担保契約解除
　上記類型のうち、（ ６ ）瑕疵担保契約解除（契約の目的を達することが
できない瑕疵があることを理由とする契約解除）については、瑕疵担保契
約解除に関する事実のうちの基本的なもの（隠れた瑕疵があること、契約
の目的を達成することができないこと）は、売買代金支払請求権が発生す
る契約締結時に存在し、かつ、売買契約締結後の事実としては、解除の意
思表示があり、法的な効果としては、売買契約締結時には契約が有効であ
るものの、解除の意思表示によって契約が遡及的に無効とされる。ところ
で、瑕疵担保契約解除の場合には、契約締結後に具体的な事実の変化が
あったというものではなく、契約締結後にする瑕疵担保契約解除の意思表
示は、当事者が一定の法的効果を享受する旨の行為であるといえる。そう
すると、瑕疵担保契約解除がある場合は、詐欺取消しの場合と同様の構造
を有しているといえる。
　しかし、詐欺取消し、強迫取消し、未成年取消しなどの場合には、契約
締結時における意思表示の欠陥が明らかであるのに対し、瑕疵担保契約解
除の場合には、契約締結時における意思表示の欠陥が明らかではないから
（なぜならば、「隠れた」瑕疵があるというものであるから）、瑕疵担保契
約解除の場合には、契約締結時には売買代金支払請求権が発生したが、解
除によってはじめて同請求権が消滅したと考えるのが常識的な感覚であ
り、解除の結果として契約が当初から無効になるとしても、それは、法技
術的な処理としてされるものと解することができる。
　そうすると、売買代金支払請求権は、瑕疵担保契約解除によって、発生
した権利が消滅すると評価されるものであり、結局、この事由は、権利消
滅事由に該当するといえる。そして、こう解することにつき、異論は見当
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たらない。
　カ　債務不履行契約解除
　ここでのテーマとなっている（ ５ ）債務不履行契約解除については、契
約解除に関する事実は、売買代金支払請求権が発生する契約締結時には全
く存在せず、かつ、売買契約締結後の事実として、履行の催告などの事実
（弁済期の経過、反対債務の履行の提供、履行の催告、催告後の相当期間
の経過など）及び解除の意思表示があり、法的な効果としては、売買契約
締結時には契約が有効であるものの、解除の意思表示によって契約が遡及
的に無効になるものとされる。
　そうすると、債務不履行契約解除がある場合には、構造的には消滅時効
と類似し、かつ、瑕疵担保契約解除と対比すると契約締結後の事情が必要
とされるものであって、より強い意味において、権利消滅事由と評価され
るものであるから、売買代金支払請求権は、この事由によって、権利が消
滅すると評価されるものであり、結局、この事由は、権利消滅事由に該当
するといえる。そして、こう解することが、相当であると解される。
５ 　まとめ
　売主が買主に対して土地の売買契約に基づく代金支払請求をした場合
に、買主が売主の所有権移転登記手続及び引渡しの債務の不履行を理由と
して契約の解除の意思表示をしたとき、この債務不履行契約解除は、権利
発生障害事由となるのか、それとも、権利消滅事由となるのか、見解が分
かれ得るところである。
　この見解の相違は、権利発生障害事由と権利消滅事由とをどのように区
分するのか、どのように定義するのかに依存する。そして、その見解の適
否は、その区分及び定義の社会的な相当性に依存することになる。
　例えば、「権利発生障害事由とは、契約が当初から又は遡及的に無効と
されることにより、権利が発生しないものと評価される事由である。」と
定義することにすれば、債務不履行契約解除は、これにより契約が締結当
初に遡って無効となると解する通説・判例の立場からは、権利発生障害事
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由に該当するということになる。
　しかし、そのような定義は、権利発生障害事由又は権利消滅事由に該当
し得る多数の類型についての社会的な常識に合致した木目の細かい区別を
しようとする場合に、いささか単純に過ぎ、社会的な相当性を欠くことに
なる。
　やはり、権利発生障害事由と権利消滅事由との区別は、その事由が、①
契約締結時の事実のみにかかるものか、②契約締結後の事実をも考慮する
ものか、③契約締結後の事実として取消し、時効の援用、解除などの意思
表示のみであるのか、それとも、意思表示以外の諸々の事実があるのか、
④法律が契約を無効とするのか、遡及的無効とするのか、それとも、有効
のままとするのかなどの観点から、複合的に検討するのが相当であろう。
　そして、以上のとおりの複合的な検討をしたところによれば、債務不履
行契約解除は、①契約締結時の事実は、直接的には、関係がなく、②契約
締結後の事実が、考慮されるものであり、③契約締結後の事実として、解
除の意思表示のみならず、それに先立つ、弁済期の経過、履行の催告、反
対給付の履行の提供などの諸々の事実が必要であり、④法律が契約を遡及
的無効とすることとしていること（通説・判例の採用する直接効果説）な
どを総合考慮すると、権利消滅事由と解することが相当であるということ
になる。
第 ３節　占有権原の抗弁の性質
１　占有権原のあることが抗弁となること
（ １ ）　所有権に基づく返還請求権と占有権原の抗弁
　物の所有者がその物の占有者に対して所有権に基づく返還請求をする場
合、その返還請求権を発生させる要件事実（訴訟上は、請求原因事実。以
下、括弧の外では実体法上の表記をし、括弧内では訴訟上の表記をするこ
とがある。）は、①請求者（原告）がその物を所有していること、②相手
方（被告）がその物を占有していることの ２ つである
15
。
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　この場合に、相手方は、所有権に基づく返還請求を理由のないものとす
るものとして、賃借権などの占有権原を基礎付ける要件事実（抗弁事実）
を主張することができ、これを「占有権原の抗弁」という
16
。
（ ２ ）　相手方に占有権原のないことが権利発生要件事実とならない理由
　所有権に基づく返還請求権に関して、相手方の「占有権原の不存在」が
権利発生要件事実ではなく、相手方の「占有権原の存在」が請求を理由の
ないものとする事実（後述のとおり、権利発生障害事実又は権利行使阻止
事実）であるとする理論的な根拠は、次の ２ つにある。
　第 １ の理由は、実体法上の理由であり、次のとおりである。
　所有権は、完全物権であり、所有者は、所有権の対象である物につき、
自由に、処分し、管理し、使用することができる。したがって、物を占有
し、使用することは、所有権の内容となっているから、これを制限する特
段の法的根拠がない限り、所有者は、占有者に対し、返還請求権を行使す
ることができる。そして、占有者に占有権原があるという特段の法的根拠
がある場合には、所有権に基づく返還請求は、理由のないものとなる。
　そうすると、所有権に基づく返還請求権が発生するための要件事実（請
求原因事実）は、①請求者（原告）がその物を所有していること、②相手
方（被告）がその物を占有していることで足り、③相手方（被告）がその
物の占有について権原を有していないことは、所有権に基づく返還請求権
が発生するための要件事実（請求原因事実）とはならず、③ ' 相手方（被
告）がその物の占有について権原を有していることが、同請求を理由のな
いものとする事実（抗弁事実）となる。
　第 ２ の理由は、訴訟上の理由であり、次のとおりである。
　所有権に基づく返還請求権の発生要件事実として相手方の「占有権原の
不存在」が必要であるとすると、訴訟においては、原告である所有者が、
被告の「占有権原の不存在」を主張立証しなければならないことになる
が、「占有権原」には、完全物権である所有権はもちろんのこと、地上
権、永小作権などの制限物権もあり、留置権、質権という担保物件もあ
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り、さらには、賃借権、使用借権などの債権もあり、原告がこれらのすべ
てについてその不存在を主張立証することは、不可能又は困難である。少
なくとも、訴訟運営として、現実的・合理的ではない。
　これに対し、被告が自己の占有の法的根拠となった特定の「占有権原の
存在」を主張立証することは、訴訟運営として、現実的・合理的である
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。
　上記の結論を表にまとめると、下記のとおりとなる。
（表 9 ）
現在の理解 古典的な記載又は理解
請求原因
Ｘ所有
Ｙ占有
Ｘ所有
Ｙ占有
Ｙ占有権原なし
抗弁 Ｙ占有権原あり
２ 　占有権原＝権利発生障害説
　占有権原のあることが、所有権に基づく返還請求を理由のないものとす
る性質の類型の区分について、権利発生障害事由であるとの説が一般的で
ある
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。
３ 　占有権原＝権利行使阻止事由説
　占有権原のあることが、権利行使阻止事由であると解する説は、法科大
学院で頻繁に利用している文献には、見当たらなかった。
４ 　両説の検討
　所有権に基づく返還請求権が、「発生事由があるために発生したように
思われたが、占有権原という発生障害事由があることによって発生しな
い」と理解するのか、それとも、「発生事由があるために発生している
が、占有権原という行使阻止事由があることによって行使を阻止されてい
る」と考えるのかは、両方可能なように見受けられる。
　すなわち、所有権に基づく返還請求権というものは、観念的な存在で
あって、占有権原があることによって、これが存在しないことになると観
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念するのか、それとも、これが存在するものの、行使を阻止されていると
観念するのかは、観念世界の構築としては、両方可能であるように見受け
られる。
　そうであるとすると、そのいずれの説をいかなる理由により採用するの
かが問われることになる。
　私見は、占有権原があることは、権利行使阻止事由であると解するもの
であり、その理由は、そのように解することが、権利発生障害事由及び権
利行使阻止事由の意味する内容及び他の用例の対比からみて、「自然」で
あるというものである。
５ 　権利行使阻止事由説による理解
　まず、権利行使阻止事由説による理解を確認する。
（ １ ）　占有者が占有を開始した当時に占有権原を有する場合
　上記の場合に、所有権に基づく返還請求権は、「発生するが、行使する
ことを阻止されている」と理解する。
　この理解について、特に問題はない。
（ ２ ）　占有者が占有を開始した当時には占有権原がなく、その後に占有権
原を取得した場合
　上記の場合には、所有権に基づく返還請求権は、「占有開始当初には、
発生していたが、その後、占有者が占有権原を取得することによって、行
使することを阻止されることになった」と理解する。
　この理解も、素直なものであって、特に問題はない。
（ 3 ）　占有権原である賃借権が期間の満了、債務不履行解除などの理由に
よって消滅した場合
　上記の場合に、所有権に基づく返還請求権は、「占有者が占有権原を有
することによって行使することを阻止されていたが、その後、占有権原が
消滅することによって、行使することが可能となった」と理解する。
　この理解も、素直なものであって、特に問題はない。
　この理解によれば、占有権原の消滅事由は、訴訟上、再抗弁に位置付け
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られることになる。
６ 　権利発生障害事由説による理解
（ １ ）　占有者が占有を開始した当時に占有権原を有する場合
　上記の場合に、所有権に基づく返還請求権は、占有者に占有権原がある
ことによって「発生しない」、あるいは「発生することが障害される」と
理解する。
　この理解に、特に問題はない。
　なお、以下においては、簡明を期するため、「発生しない」という表現
をもって「発生することが障害される」という理解をも包含するものとす
る。
（ ２ ）　占有者が占有を開始した当時には占有権原がなく、その後に占有権
原を取得した場合
　上記の場合に、所有権に基づく返還請求権は、「占有開始当初には、発
生していたが、その後、占有者が占有権原を取得することによって、消滅
したか、発生しなくなった」と理解する。
　この理解に、特に問題はない
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（ 3 ）　占有権原である賃借権が期間の満了、債務不履行解除などの理由に
よって消滅した場合
　上記の場合に、所有権に基づく返還請求権は、「占有者が占有権原を有
することによって発生しなくなっていたが、その後、占有権原が消滅する
ことによって、発生することとなった」と理解する。
　この理解も、素直なものであって、特に問題はない。
　この理解によれば、占有権原の消滅事由は、訴訟上、再抗弁に位置付け
ることが可能であるが、その説明には一工夫必要である。すなわち、所有
権に基づく返還請求権は、占有権原があることによって発生しないとこ
ろ、その占有権原が消滅することは、新たな返還請求権の発生ということ
になるから、占有権原の消滅は、再抗弁ではなく、予備的請求原因となる
のではないかという理解も可能になる。しかし、予備的請求原因となると
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いう理解で要件事実を整理すると、「①原告の所有、②被告の占有、③被
告の占有権原の発生、④被告の占有権原の消滅」ということになり、煩雑
であるばかりか、そもそも、所有権に基づく返還請求権は、要件事実にお
いて過去の事実を問題とするものではなく、現在の事実を問題とするもの
であり、上記「①原告の所有、②被告の占有」は、現在の要件事実である
が、上記「③被告の占有権原の発生、④被告の占有権原の消滅」は、過去
の要件事実であるから、上記の整理された予備的請求原因となる要件事実
は、本来のものとは異質なものとなっているものであり、不自然である。
　そうすると、占有者が占有権原を取得したとしても、その占有権原が消
滅することになれば、占有権原は発生しなかったことに等しいから、占有
権原の消滅は、再抗弁として差し支えないという理解が相当であろう。
７ 　検討
（ １ ）　権利発生障害事由の意味する内容
　権利発生障害事由は、その文言のとおり、権利の発生を障害する事由で
あり、第 １ 節の 3 の（ ２ ）で確認したように、その内容は、次の 3 つの場
合に大別することができる。すなわち、①権利が発生するとされた当時に
おいて、権利の発生を肯定するための意思表示が無効であるために、権利
が発生しないものとされる場合（意思無能力、通謀虚偽表示など）、②そ
の当時においては、権利の発生を肯定するとしても、後の取消しの意思表
示によって意思表示が遡及的に無効となり、権利が発生しないものとされ
る場合（未成年取消し、詐欺取消しなど）、③権利の発生が一定の条件又
は期限に係るものとされ、権利が発生しないものとされる場合（停止条
件、停止期限）である。
　いずれにせよ、権利発生障害事由は、権利が発生するとされた当時にお
いて、その権利の発生についての欠陥又は問題があるものということにな
り、権利発生障害事由がある場合には、その権利は、その後の事情によっ
て再び発生するということがない。
（ ２ ）　権利行使阻止事由の意味する内容
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　権利行使阻止事由は、その文言のとおり、権利の発生を前提としたうえ
で、その権利の行使を認めないとする事由であり、第 １ 節の 3 の（ ４ ）で
確認したように、多様なものがある（表 ７ 参照）。
　いずれにせよ、権利行使阻止事由は、権利が発生するとされた当時にお
いて、その権利の発生についての欠陥又は問題があることを指摘するもの
ではなく、約束事として（履行期限など）、権利の内在的又は社会的な制
約として（権利の濫用など）、あるいは、当事者間の利益の調整を図るも
のとして（同時履行の抗弁、保証人の催告・検索の抗弁）、その権利の行
使に制限を加えるものであり、一時的な制限であり、多くの場合には一定
の事実（例えば、履行期限の到来、反対債務の履行の提供など）の発生に
より、権利の行使が可能になるものであるといえる。
（ 3 ）　所有権に基づく返還請求権に対する占有権原の性質
　所有権に基づく返還請求権に対する賃借権その他の占有権原は、その後
の事情によって同返還請求権が再び発生するということがないという確定
的な効力を有するものではなく、一時的に、同返還請求権の行使を妨げる
ものであり、それゆえに、その後に占有権原が消滅すれば、同返還請求権
の行使が可能となる。
８ 　まとめ
　以上によれば、占有権原は、所有権に基づく返還請求権についての発生
障害事由ではなく、行使阻止事由であると理解する方がよさそうである。
　すなわち、占有権原があることを所有権に基づく返還請求権の発生障害
事由であると解すると、占有権原があったもののその後に占有権原が消滅
した場合の説明は、前記 ６ の（ 3 ）で触れたように、いささか、ぎくしゃ
くしたものとなってしまう。その理由は、占有権原があることを所有権に
基づく返還請求権の発生障害事由であるという強い効力を認めるため、そ
の後に占有権原が消滅した場合に、再度、返還請求権が発生するという説
明をしなければならなくなることにある。
　これに対し、占有権原があることを所有権に基づく返還請求権の行使阻
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止事由であると解すると、占有権原があったがその後に占有権原が消滅し
た場合の説明は、特に違和感のないものといえる。その理由は、占有権原
があることを返還請求権の行使阻止事由であるという一時的な効力しか認
めないため、その後に占有権原が消滅した場合に、返還請求権を行使する
ことが可能になるという説明が自然なものとなることにある。
第 ４節　建物請負契約における建物の完成の事実についての見解
１　建物の完成と請負代金支払請求権の発生要件との関係についての両説
（ １ ）　非権利発生要件説と権利発生要件説
　ア　両説の存在
　請負人が注文者に対して建物の建築の請負契約に基づく請負代金支払請
求をする場合に、建物の完成は、請負代金支払請求権の発生の要件事実で
はないという説（以下「非権利発生要件説」という。）と要件事実である
という説（以下「権利発生要件説」という。）がある。
　イ　非権利発生要件説
　我妻榮『債権各論中巻二』６４７頁［9４４］は、次のようにいう。
　「請負人の報酬請求権は、後払とされる場合にも、契約と同時に成立す
る。仕事の完成によってはじめて成立するのではない。請負が双務契約で
あることからいって、当然のことである。」
　ウ　権利発生要件説
　大江忠『要件事実民法（ ４ ）』第 3 版４４４頁は、非権利発生要件説が通
説・判例であることを確認した上、次のようにいう。
　「請負代金請求権は、仕事の完成によって発生すると解すべきであろ
う。けだし、請負契約にとって、仕事の完成は契約の目的そのものであ
り、本質的要素と考えられるからである。」
（ ２ ）　検討
　ア　建物建築請負契約における請負代金一部先払いの実情
　建物建築請負契約における請負代金支払時期は、民法上は、建物の完成
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引渡時ということになる（民法６33条）。
　しかしながら、実際の建物建築請負契約には、昔から、多くの通例とし
て、請負代金を 3 分し、注文者は請負人に対し、契約時に 3 分の １ 、棟上
げ時に 3 分の １ 、完成引渡時に 3 分の １ を支払うという分割支払特約があ
り、これと同様な分割支払特約は、現在でも、比較的よく見かけるもので
ある。この分割支払特約は、建物の完成の前に、請負代金の 3 分の ２ の先
払いを可能とする特約である。
　これは、建物の建築費用が通常高額であること、請負人としては建築工
事の着手前及び建築工事の進捗に応じて、材料代・大工の手間賃に必要な
金額を予め支払ってもらうことによって材料や大工職人の確保ができ、建
築工事が円滑に進められることなどから、慣行として定着したものであろ
う。
　イ　上記実情の評価
　建物建築請負契約における請負代金一部先払いの実情は、法的には、請
負契約の締結と同時に請負代金支払請求権が発生するという説、すなわ
ち、非権利発生要件説に親しむ。
　すなわち、請負代金支払請求権は、請負契約の締結と同時に発生するか
らこそ、請負契約の締結と同時に、請負代金の 3 分の １ を支払うことが可
能なものとして説明できる。
　これに対し、請負代金支払請求権は建物の完成があってはじめて発生す
るという説、すなわち、権利発生要件説に立つ場合には、注文者が請負人
に対して請負契約の締結の際に支払う金員が請負代金ではないことにな
り、複雑な説明をしなければならないことになる。請負契約締結時におけ
る金員の交付の説明方法は、種々あり得るところであるが、例えば、停止
条件付請負代金支払請求権があり、その支払としてされたものであるとい
う説明、あるいは、単なる金員の交付であるが、将来建物が完成されたと
きに請負代金に充当する旨の合意があるという説明などがあり得る。
　しかし、これらの説明は、建物の建築を注文しようとする普通の人やこ
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れを請け負う昔ながらの大工の棟梁の意識からは随分と離れる説明であ
る。
　やはり、建物建築請負契約における請負代金一部先払いの実情は、請負
代金支払請求権が請負契約の締結と同時に発生するものであるとする解
釈、すなわち、非権利発生要件説を支持するものといえる。
　ウ　判例
　最高裁昭和４２年１0月２７日第 ２ 小法廷判決（民集２１巻 8 号２１６１頁、民法判
例百選Ⅱ第 ６ 版２8番）は、次のとおり、建物完成前であっても、請負代金
支払請求権が発生し、かつ、それを譲渡することができることを前提とし
た説示をしている。
　判例は、非権利発生要件説を採用しているといえる。
　「請負契約は、報酬の支払いと仕事の完成とが対価関係に立つ諾成、双
務契約であつて、請負人の有する報酬請求権はその仕事完成引渡と同時履
行の関係に立ち、かつ仕事完成義務の不履行を事由とする請負契約の解除
により消滅するものであるから、右報酬請求権が第三者に譲渡され対抗要
件をそなえた後に請負人の仕事完成義務不履行が生じこれに基づき請負契
約が解除された場合においても、右債権譲渡前すでに反対給付義務が発生
している以上、債権譲渡時すでに契約解除を生ずるに至るべき原因が存在
していたものというべきである。従つて、このような場合には、債務者
は、右債権譲渡について異議をとどめない承諾をすれば、右契約解除をも
つて報酬請求権の譲受人に対抗することができないが、しかし、債務者が
異議をとどめない承諾をしても、譲受人において右債権が未完成仕事部分
に関する請負報酬請求権であることを知つていた場合には債務者は、譲受
人に契約解除をもつて対抗することができるものと解すべきである。けだ
し、民法四六八条一項本文が指名債権の譲渡につき債務者の異議をとどめ
ない承諾に抗弁喪失の効果をみとめているのは、債権譲受人の利益を保護
し一般債権取引の安全を保障するため法律が附与した法律上の効果と解す
べきであつて、悪意の譲受人に対してはこのような保護を与えることを要
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しないというべきだからである。」
　エ　結論
　以上のとおり、建物建築請負契約における請負代金一部先払いの実情
は、請負代金支払請求権が請負契約の締結と同時に発生するものであると
する解釈、すなわち、非権利発生要件説を支持するものといえるし、判例
も、非権利発生要件説を採用しているといえるところであり、非権利発生
要件説が正当であるというべきである。
　ちなみに、権利発生要件説は、「請負代金請求権は、仕事の完成によっ
て発生すると解すべきであろう。けだし、請負契約にとって、仕事の完成
は契約の目的そのものであり、本質的要素と考えられるからである。」と
主張するところ、これを売買契約についていえば、「売買代金請求権は、
目的物である財物の引渡しによって発生すると解すべきであろう。けだ
し、売買契約にとって、目的物である財物の引渡しは契約の目的そのもの
であり、本質的要素と考えられるからである。」というような「本質論」
がいえるとしても、通説は、このような「本質論」に反して、売買代金支
払請求権は、売買契約の締結と同時に発生するとしているから
20
、上記「本
質論」には説得力がないというべきである。
　この問題については、非権利発生要件説が説得的である。
　しかし、権利発生要件説が主張される理由は、実は、次の点にあると解
される。
２ 　建物の完成が請求原因事実となること
（ １ ）　建物の完成が請求原因事実となること
　民事訴訟にあっては、建物請負契約に基づく請負代金支払請求を理由付
ける請求原因事実として、建物の完成が必要であるというのが、実務であ
り、かつ、通説である
21
。
　実務的にいえば、建物請負契約に基づく請負代金支払請求を理由付ける
請求原因事実として、建物の完成は、常識的に必要であると考えられる。
　なぜならば、第 １ に、建物の完成がないのに請負代金支払請求権を行使
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できるとすることは常識に反して肯定できないし、第 ２ に、仮に、建物の
完成の事実を請求原因事実に配置しないとすると、抗弁・再抗弁などのい
ずれかの段階で建物完成に関する事実が弁論に顕れることが必要であると
解されるところ、被告が主張する抗弁事実に「建物が完成していないこ
と」を配置することは、建物の不完成という消極的な事実を格別の理由も
なしに立証対象とすることにおいて不相当であるし、原告が主張する再抗
弁事実に「建物の完成」を配置することは、法論理的に方法がないから、
建物の完成の事実は、やはり、請求原因事実に配置すべきことになる。
　なお、「建物の完成」後の「建物の引渡し」という事実については、要
件事実の分配は、次のとおりとなる。まず、被告は、権利抗弁として、建
物の引渡しと引換えでなければ請負代金を支払わない旨の同時履行の抗弁
を主張することができる。また、原告は、請負代金の遅延損害金の支払を
請求する場合には、被告の履行遅滞の違法性を基礎付けるために、同時履
行の抗弁の存在効果を覆す必要があり、このため、建物の引渡しをしたこ
とを請求原因事実として主張しなければならない
22
。
（ ２ ）　請求原因事実となる理由
　建物請負契約に基づく請負代金支払請求権の発生要件事実としては、建
物の完成は必要がないが、同請求を理由付ける請求原因事実としては、建
物の完成が必要であるという考え方は、どのように説明できるのであろう
か。
　この点については、請負代金支払請求を理由付ける請求原因事実として
建物の完成が必要であるとする見解を採用している司法研修所編『民事判
決起案の手引』１0訂付録事実摘示記載例集 ６ 頁、『考え方と実務』30４頁、
『要件事実マニュアル』第 ２ 版上巻５７0頁などに何らの説明もない。
　しかし、請負代金支払請求権の発生要件事実としては、建物の完成が必
要ではないという以上、請求原因事実として建物の完成が必要であるとい
う理由は、説明しなければならない。
３ 　建物の完成＝権利行使可能要件説
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（ １ ）　要件事実の性質の類型の ５ 区分
　本章の第 １ 節において、要件事実とは、一般に、一定の法律効果を発生
させる法律要件に該当する具体的事実をいい、法律効果の性質は、一般
に、①発生、②障害、③消滅、④阻止の ４ つの類型に区分され、それゆえ
に、要件事実の性質も、上記法律効果の性質の類型の区分に平仄を合わせ
て、この ４ つの類型に区分されていると説明した。
　しかし、建物建築請負契約に基づく請負代金支払請求についての建物の
完成の事実は、権利発生要件ではないが、請求原因事実として必要である
と解される。そうすると、建物の完成の事実は、請求原因事実に配置され
るべきものであり、権利の発生要件ではないが、権利の行使を可能にする
ための要件であるように思われる（以下「権利行使可能要件」という。）。
　そうすると、法律効果の性質として、①発生、②障害、③消滅、④（行
使）阻止だけではなく、⑤行使（可能）に区分することを必要とするので
はないかと思われる。
（表１0）
請求原因 抗弁
発生
障害
消滅
行使可能 行使阻止
（ ２ ）　権利行使可能要件の意味
　権利行使可能要件については、これまで、このような区分があり得るこ
とが認識されず、したがって、議論されたこともなかった。
　しかし、建物建築請負契約に基づく請負代金支払請求における建物の完
成の事実についての分析を進めると、この事実は、権利発生要件ではない
が、請求原因に掲げる必要があることになり、そのようなものとして権利
行使可能要件というものを想定せざるを得なくなる。
　考えてみれば、権利の発生から消滅までを論ずるに当たって、権利者側
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でいうべき事由は「権利発生根拠事由」のみで足り、「権利発生障害事
由」、「権利消滅事由」、「権利行使阻止事由」は、義務者側でいうべき事由
であるとするのは、権利者側と義務者側とに配分する事由の数の点から
いっても、バランスが悪いものであったといえる。
　また、権利者側でいうべき事由が、すべて「権利発生根拠事由」に限定
されるというのは、ある意味で、概念として窮屈であるともいえる。権利
者側でいうべき事由として、「権利発生根拠事由」のみで足りる場合もあ
るが、ときに、「権利行使可能事由」も必要であると設定すると、事柄の
説明が窮屈ではなく、スムーズにできることになる。
　そして、建物建築請負契約に基づく請負代金支払請求における建物の完
成の事実は、権利行使可能要件に属する事実であるが、特約により、これ
を不要とすることができる。
　すなわち、特約がなければ、請負代金支払請求権は、建物の完成がなけ
れば行使できないが、特約により、契約の締結時に 3 分の １ を行使でき、
棟上げ時に 3 分の １ を行使できるというように修正することができる。
第 ５節　権利行使可能要件の他の事例についての検討
１　賃貸借契約に基づく賃料支払請求権における期間の経過など
（ １ ）　標準的説明
　賃貸借契約に基づく賃料支払請求における請求原因事実として、少なく
とも、次の①ないし③の事実が必要とされている
23
。
　①　賃貸借契約の締結
　②　目的物の引渡し
　③　一定の賃貸期間の経過
（ ２ ）　賃料前払特約がある場合の請求原因事実
　上記の①ないし③の事実は、権利発生要件であることは、文献上、必ず
しも明記されていない。
　かえって、賃料前払特約がある場合には、事案によって、②及び③の事
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実が請求原因事実として不要になる場合のあることを指摘している文献が
ある
24
。
　すなわち、次のとおり、記述している。
　「賃料前払の特約も有効であるが、この場合にも、賃貸人は、原則とし
て、約定の支払期日以前に目的物を引き渡したことを主張立証する必要が
あると解すべきである。もっとも、例えば、 8 月 １ 日に賃貸借契約を締結
し、目的物の引渡期日を 9 月 １ 日、賃料の支払方法を毎月１５日限り翌月分
を支払うと合意した場合を考えると、最初の 9 月分の賃料については、引
渡し前の 8 月１５日に支払う旨の合意があるとみ得るから、同月分を請求す
る限りでは、引渡しを主張立証する必要はないことになろう
25
。」
　上記文献は、賃貸借契約に基づく賃料支払請求権の発生要件事実として
は、上記①の事実のみで足りるとする見解を示唆している。そうすると、
上記②及び③の事実が、いかなる意味において請求原因事実となるものか
について、説明する必要があることになる。
（ 3 ）　賃料前払特約と権利発生要件及び権利行使可能要件の区別
　賃料前払特約がなければ、前記①ないし③の事実は、権利発生要件であ
ると解することができる。
　しかし、実際には、現実の社会では、賃料前払特約は、むしろ、普通で
ある。
　そうすると、前払特約によって可能となる金員の支払が「賃料」である
と整理する限りにおいては、前記②及び③の事実は、権利発生要件ではな
く、権利行使可能要件であり、この権利行使可能要件につき、特約で修正
することができると解することが相当であることになる。
　このように、権利行使可能要件は、前払特約が許容される場合には、普
通に存在するものであることになる。
２ 　雇用契約に基づく賃金支払請求権における就労の事実
（ １ ）　標準的説明
　雇用契約に基づく賃金支払請求における請求原因事実として、少なくと
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注
１ 　『設例１５題』改訂版 ６ 頁
２ 　『要件事実第 １ 巻』 ６ 頁、『設例１５題』改訂版 ５ 頁、『30講』第 ２ 版 ６ 頁、吉川慎
も、次の①及び②の事実が必要とされている
26
。
　①　雇用契約の締結
　②　一定の期間就労したこと
（ ２ ）　賃金前払特約がある場合の請求原因事実
　上記の①及び②の事実は、権利発生要件であると解されている
27
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　しかし、賃金前払特約がある場合には、②の事実は、理論的に不要にな
るはずである。
　我妻榮『債権各論中巻二』５80頁［8４４］は、次のとおり、記述してい
る。
　「雇用契約は有償双務契約だから、契約と同時に労務者は報酬請求権を
取得する。然し、それはいわゆる基本債権であって、具体的な請求権は労
務を給付することによって発生する。」
　上記記述は、微妙な表現であるが、上記①及び②の事実がいずれも権利
発生要件であるという解釈に立脚するものである。
（ 3 ）　賃金前払特約と権利発生要件及び権利行使可能要件の区別
　賃金前払特約がなければ、前記①及び②の事実は、権利発生要件である
と解することができる。
　しかし、実際には、現実の社会では、賃金前払特約があることもある。
もちろん、賃金前払ではなく、前渡し金の交付ということもあるが、賃金
前払特約があることも否定できない。
　そうすると、前払特約によって可能となる金員の支払が「賃金」である
と整理する限りにおいては、前記②の事実は、権利発生要件ではなく、権
利行使可能要件であり、この権利行使可能要件につき、特約で修正するこ
とができると解することが相当であることになる。
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一「要件事実論序説」司法研修所論集第１１0号１3６頁
3 　権利発生根拠規定という言葉と権利発生規定という言葉は、どちらも、同一の意
味内容を表現する言葉として、許容し得る表現方法であろう。なお、権利発生根拠
規定という言葉は、ていねいな表現であるといえるが、若干重たい表現であるとい
える。例えば、「民法５５５条は、売買代金支払請求権の発生を根拠付ける規定であ
る。」というのは日本語として適切であるが、「民法５５５条は、売買代金支払請求権
の発生の規定である。」というのは日本語として不適切であるところ、権利発生根
拠規定という言葉は、前者の日本語の表現を意識したものといえる。
４ 　権利発生事由という言葉は、許容できるが、権利発生根拠事由という言葉は、許
容しない方がよい。なぜならば、「事由」とは、広辞苑によれば「理由または原因
となっている事実」という意味であるとされ、「事由」という言葉は、「根拠」とほ
ぼ同義の「理由又は原因」を含むものであるから、権利発生「根拠」「事由」とい
う言葉は、意味が重複する内容を含む言葉になり、日本語として不適切であると思
われる。
　　権利発生要件、権利発生根拠事実という言葉も、本注記及び前注記と同様な分析
が可能である。
５ 　「事実」の意味は、簡単ではなく、本来、「何が事実といえるのか。」という哲学
的な問題から出発すべきである。しかし、ここでは、哲学的な問題を考慮せず、民
事訴訟法の観点から、裁判所が証拠によって認定可能な具体的な事実を意味するも
のとする。
６ 　『要件事実第 １ 巻』 ６ 頁
７ 　牧野利秋＝牧野知彦「契約問題に関して考えるべき総論的問題」民事要件事実講
座 3 巻 ７ 頁の（c）
8 　牧野利秋＝牧野知彦「契約問題に関して考えるべき総論的問題」民事要件事実講
座 3 巻 ４ ～ ７ 頁
9 　『要件事実第 １ 巻』２５9頁以下、『類型別』改訂版１9頁以下、『30講』第 ２ 版１５２頁
１0　大江忠『要件事実民法（ ４ ）』第 3 版４４４頁
１１　我妻榮『債権各論中巻二』６４７頁
１２　『30講』第 ２ 版２７頁
１3　牧野利秋＝牧野知彦「契約問題に関して考えるべき総論的問題」民事要件事実講
座 3 巻 ６ 頁、 8 頁は、「解除権の行使」が権利消滅事由になると分類している。し
かし、本文中には、その理由が示されていない。
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１４　牧野利秋＝牧野知彦「契約問題に関して考えるべき総論的問題」民事要件事実講
座 3 巻 ４ ～ ５ 頁
１５　かつては、民法の教科書中には、所有権に基づく返還請求権の発生のための要件
事実として、占有者に「占有権原のないこと」が必要であるかのような記述がみら
れた。例えば、我妻榮著・有泉亨補訂『新訂物権法（民法講義Ⅱ）』２６3頁（［２５9］
（ハ））は、「要するに、相手方が所有者に対して自分の占有を正当ならしめる権利
をもたないときは、常にこの請求権を生ずる。」と記述している。しかし、その記
述は、要件事実を意識しない記述であり、占有権原のないことの主張立証責任が所
有者にあることを示唆するものではないと解される。所有権に基づく返還請求権に
ついて論述するときに、日本語として、「要するに、相手方が所有者に対して自分
の占有を正当ならしめる権利を有するときは、この請求権は否定される。」という
ように否定的に記述するよりは、前記のように、肯定的に記述する方が意識の流れ
として自然であるといえる。
１６　所有権に基づく返還請求権の発生要件事実は、「請求者の所有」と「相手方の占
有」の ２ つであって、「相手方に占有権原のないこと」は、返還請求権の発生要件
事実ではなく、返還請求を否定するための要件事実であることについて、現在で
は、学説、判例ともに、異論のないところである。
　　『設例１５題』改訂版５9頁、『類型別』改訂版５8頁、『30講』第 ２ 版3２、33頁、『考え
方と実務』 ７ 、 8 頁、最判昭和3５年 3 月 １ 日民集１４巻 3 号3２７頁など
１７　以上のように、一般に、相手方の「占有権原の不存在」が所有権に基づく返還請
求権の発生要件事実とならず、相手方の「占有権原の存在」が同請求を理由のない
ものとする事実となることの理由は、実体法及び訴訟上の双方の観点から説明され
る。
　　『設例１５題』改訂版５9頁、『30講』第 ２ 版33頁、『考え方と実務』 8 頁なども、本
稿と同様の説明をしている。
１8　『設例１５題』改訂版５9頁、『類型別』改訂版４７頁、伊藤滋夫編著『要件事実講義』
２30頁、並木茂『要件事実原論』１２0頁
１9　ただし、細かい話ではあるが、占有開始後の占有権原の取得は、所有権に基づく
返還請求権の「消滅事由」ではなく、やはり「発生障害事由」であると理解するこ
とが相当である。なぜならば、権利発生障害事由と権利消滅事由とは、第 ２ 節で検
討したように、諸々の事柄を考慮しながらできる限り区分するようにすべきであ
り、安易に、双方の事由となることを肯定すべきではないからである。例えば、錯
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誤無効が権利発生障害事由であると同時に権利消滅事由となることを想定すること
は困難であるし、弁済による債権の消滅は、権利消滅事由であるとしか想定できな
い。なお、「ある時点で消滅すること」と「ある時点以降は発生しなくなること」
は、常識的には、法律効果として同一である。
２0　『設例１５題』改訂版１４頁、『類型別』改訂版 ２ 頁、『30講』第 ２ 版１６0頁、『考え方
と実務』１４頁など
２１　司法研修所編『民事判決起案の手引』１0訂付録事実摘示記載例集 ６ 頁、『考え方
と実務』30４頁、『要件事実マニュアル』第 ２ 版上巻５７0頁、大江忠『要件事実民法
（ ４ ）』第 3 版４４４頁、４４５頁など
２２　『30講』第 ２ 版１６１頁、『考え方と実務』30６頁、『要件事実マニュアル』第 ２ 版上
巻５７3頁
２3　『民事訴訟における要件事実第 ２ 巻』 ６ 頁、『30講』第 ２ 版２１0頁、『考え方と実
務』１６3頁、大江忠『要件事実民法（ ４ ）』第 3 版２７8頁、２７9頁、333頁など
２４　『民事訴訟における要件事実第 ２ 巻』 ７ 頁
２５　同上
２６　我妻榮『債権各論中巻二』５80頁［8４４］、『要件事実マニュアル』第 ２ 版上巻５４６
頁、大江忠『要件事実民法（ ４ ）』第 3 版38６頁、388頁など
２７　同上
